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組 織 環 境 認 識 の 視 点
一 危機管理論の展開に向けて一
星 稜
1は じ め に
組織論 にお ける組織環境 に対す る一般 的な認識の観点は,環 境 とは組織の外
的な事象の変化要 因である ことを基本前提 とし,そ れ ら環境要素 に対する組織
の適応 ・操作 ・選択 の対 象になる対応変数 として捕 らえている。
環境変数は組織 目標の達成のための制約要因であ り,機 会の探索や実行 の際
に考慮すべ き決定変数 と しての分析対象であるとい う観点か らの認識 に基づい
てい るのである。
それによって,環 境理解の最終的 な目的は内部組織の効率 と経済的成果を中
心 とした組織 の機能的有効化の達成 になっているのであ り,そ の認知の範囲 に
おいて も,競 争原理に基づいた市場 の競争環境 を中心 としてさらに細 分化 され
てい る。
最近の組織 の巨大化による内部構造の分散化,そ れ に伴 う組織過程の多様化
や複雑化,さ らに環境 システムそれ 自体の急激な変化 などを考 えると,こ のよ
うに 目標適合的に細分化 された部分的環境 の理解 に依存 して戦略的行動を実行
す る場合 には,環 境 システム内部の変数間の相互作用による全体 システムの流
れ を見逃す可能性が生 じるので あ り,それ は組織行動 の指針 としての組織 目的
の歪 曲にまで至 る可能性 もある。
また,環 境理解の 目的が組織 の機能的有効化に焦点をあてた場合,そ れ は現
実上経済性の確保 に重点が置かれ ることにな り,そ うす る と,組 織が認知す る
環境 はさ らに目標適合的 ・機会 中心 的に細分化 ・部分化 され る悪循環 を辿 る こ
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とになる。
したが って,経 済性の確保の 目標や社会 システムの一員 としての社会性 の充
足 の 目標,組 織 内人間性 の実現 の 目標 の同時満足化 による究極 的な組織 目的の
達成のため には,組 織 を取 り巻 く環境 システムその ものの全体 的で実体的な構
造 はどのような ものであ るか,ま たそれは組織存続 にはどの ようにかかわ って
影響 を与 えるのか とい う側面か ら,組 織の存続それ自体にかかわ る本質的原因
に対 する管理 の問題 として,組 織環境の全体像.に対す る総合的理解が求め られ
るのであ る。
そのためには,組 織 と環境 との関連 に対 して,環 境 を組織 に対す るある相互
作用 の組織外的な事象 とで はな く,互 いに存在意義を支 える一つの統合 システ
ムとして捕 らえて,そ の中に存在す る組織存続の要素 とい う側面か ら環境 シス
テムを理解 しなければならないので ある。
これは効率的組織機能化および戦略実行 における考慮すべ き制約要因 として
の環境認識の観点ではな く,組 織が露出されてい る全体 システムの中で組織 の
存続 にかかわ る要因 とい う,組 織存続の条件 としての環境認識の観点 に関す る
問題 になるのである。
それ によって本稿 では,ま ず既存組織理論においての環境認識の観点を環境
決定論的観点,環 境操作論的観点,環 境選択論的観点 の三つの観 点 として分類
してそれぞれの特性を検討 した うえで,組 織 の存続 とい う側面 か らの環境 シス
テムの理解の問題 として,環 境それ 自体の存在意義 に対す る認識論的側面,環
境 理解の 目的論 的側面,環 境理解 の方法論 的側面 か らその認識転換 の方向 を
探 ってみ ることにす る。
H組 織環境の認識観点
組織 と環境 との関連の問題は,1960年代 を前後 に した組織環境変化 の激 しさ
につれて本格 的に議論 され,そ の中心 にな ったのが組織論における環境状況 と
組織 の適合に関する研究の展開であ った。
組織環境認識の視点
エ メ リと トリス ト(1965)によれ ば,組 織
と環境 との相 互作 用 の 関係 は,組 織 が 環境 か
らあ る イ ン プ ッ トを受 け入 れ,そ れ を当該組
織 の特 性 に 合わ せ て変換 し,そ の結 果 を環境
に送 り出す プ ロセ スで あ る と し,そ の プ ロセ
ス によ って組 織 は環境 に対 す る適 切 な適 合状
態 を確 保 しなが ら,組 織 目的 を得 よ うとす る
とい う。








図z-1の よ うに,組 織 内部 の相互作 用状態
(Ll1),組織 と環境 との相互作用(L12:組織か ら環境へ の影響,L2エ:環境か
ら組織への影響),さ らに組織 と環境 との相互作用 を規定す る環境 それ 自体 の
状態(L22)の四つ の作用可能性 によって構成 される。
このよ うに組織論にお ける環境が もつ意味 に対 しては,組 織 あるいは環境そ
れ自体が もつ特性や相互作用の方向に隼点をあてて,組 織 にとって より特定的
な環境 の諸特性 と組織特性の間には適合あるいは不適合 の関係が存在す るとい
うことを基本命題 に している。つ ま り,組織 にとって環境 とは何であろうか,
またそれを どのように把握 した らよいのか,そ の環境 は どの ような特性 を持 ち,
それに対す る効果 的な組織の適合の方法は何 であ ろうか,に 対する関心であ っ
たのである。
組織環境 に対す る組織論的研 究の方向は,そ の相互作用の中で の影響の関係
を認識す る観点,す なわち環境 は組織 に とってどのような存在であ るか とい う
視点か ら,組 織 と環境 との相互作用の方向や その統制の可能性 に基づいて環境
存在 の本質的意味を認 識す る観点 による分析 と,認知 され る環境要素その もの
が存在す る位置による環境特性の分析 という二つの大 きな流れ によって組織環
境 の本質を理解 しようとしている。
本稿 においては,環 境要素 は組織 にとって どのような意味 を もつ存在であ る
か とい う,環 境存在 の本質的意味 を認識す る観点に基 づいて,環 境 と組織の相
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互作 用 の 特 性 を理解 す る こ とに す る。
環境 存 在 の本 質 的意 味 を認識 す る観点 に よる分析 の展 開 には,ま ず 第 一 に,
一方 的 な環 境従 属 的側 面か らの環 境 決定 論的 観 点が あ り,第 二 に は環境 条件 に
適合 した 受 動的 な適 応 だ けで は な く,環 境 を組織 との総 合 的 な交 換 関係 と して
とらえ,環 境 要 素 の能 動 的操作 の可 能性 を提示 しよ うとす る環境 操 作 論 的観 点
が あ る。 また第 三 に は,所 与 の環 境要 因の 中で の組織 の収 容 可能 性 に対 す る考
慮.あ るい は組織 の意 思決 定 の過 程で 有効 で あ る と判 断 され る環 境要 素 に対 す
る選択 の 可 能性 の立 場 に立 つ環 境 選択 論 的観 点が あ る。
環 境 決 定 論的 観点 は,組 織 の有 効性 は環境か らの要 請 と組 織 内 部特 性 の適 合
か ら生 み 出 され る とい う考 え方 で あ る。
この よ うな観 点 は,Woodward(1958,1965),Burns&Stalker(1961)の研
究 を 発 端 と して,Lawrence&Lorsch(1967)によ って 本 格 的 に展 開 され,
Thompson(1967),Perrow(1967),Duncan(1972),Galbraith(1972,1973)へ
と発展 した 状況 適合 理 論(ContingencyTheory)がそ の 中心 的基 盤 に な る。
この理 論 で は(1)組織 化 のた め の唯 一最 上の 方法 はな い,(2)どん な組 織 化 の 方
法 も,そ れ の もた らす 効 果 は 同 じだ とは 限 らな い,と い う基 本 命 題 に立 って
(Galbraith,1972),組織 の 有効性,す なわ ち組 織 化 の 方法 と成果 は組 織 のお か
れ てい る環 境 あ るい は状況 に よ って そ の効果 が異 な る とい う こ とを前 提 にす る
組 織 は環 境 か らの要 請 に適 合Dし た組織 内部 特 性 を生 み 出す こ とに よ って,
そ の存続 能 力 を高 め うる とい う考 え方で あ って,環 境 決定 論 的立 場 に立 って い
るので あ る。
コ ンテ ィ ンジェ ンシー ・セ オ リーの展 開 は,バ ー ナー ドに よ って組 織 の本 質
が協働 シス テ ム と して説 明 され,環 境 との 関係 が組織 の有 効性 と関連 して取 り
Lげ られ てか ら,そ れ 以後 の組織 論 におい て の多 くの研 究 が オー プ ン ・シス テ
ム的立場 に立 って環境 の認 識 の 重要性 を強調 しな が ら も,よ り具 体 的 で操 作 的
1)野 中編(1978)においてはこれを環境が要請す る情報プロ ヒーシングのニーズと組織の情報 プロ
セシングの能力との適合の関係であるという,
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に は艦 の 収 取 り入れ る ・ とがで きな くて・ 実 際的 な問題 の適 用 にあた ・て
ほ ク　 ズ ド.。 ・ テ ・的 立場 に立 ・た 分析 を行 ・て いた こ とに対 して ・具 体
的 に諜 環境 の穫 難 坤 内在化 さ批 環境 としての技 術の ルーテ ィン性
(Perr。w,1967)を取 り上 げ,環 境 の確 実性 と繊 との関係 を明 らか1こす る
ことによ。て,環 境 の概念を聴 に齢 の中に導入す る・とがで 猷 という意
義が認められる。(赤岡,1978)
しか し,こ の理論においては,環 境の特性 を不確難 とい う概 念によ・て一
括的に掩 えてい る・ とに よ・て,具 体的な職 構造的性格 の把握 に1ま限界が
あ る。と,ま た主 として麟 か ら繊 への影響を扱 うことによ・て湘 織か ら
麟_の 働 きか けられ る可能性に支寸す る側面が排除されてい ると㌧'うことが指
摘 され る。
つま り,臆 思決定者 によ・て湘 細 動領域 の選択がで きるとい うこと・
②戦略.輔 を通 じて,ま たは具体自勺な騰 内・カ・ズ・の採用を通 じて深
填要素 においての条件 の変化がで きるとい う・と・(3織 は環境 との相互イ乍用
の中で潮 争協 同,交 渉漣 合 などにより最多響 を与えるとい うこと滋 どに
対す る考慮が欠けてい る とい うことである。(赤岡,1978)
結局,繊 が単 に環境 に一調 ・従属 レ 受働 に勘 す るだ けでな く・組
織 自ら内部的特性 を選択す る余地 を持 ・て・・る し・ よ り瀧 的に醸 の変革
(操作 また腿 択)を 行 う・ともあ りうるとい う・環境決定論 の限界 に対す る
指摘であ る。
それ によ。て,一 方的 な環鰍 定論的室見角か らではな く・繊 と環境 との関
係 を相互依存的絞 換 の関係 として捕 らえて湘 織か ら職 へ駝 かけるとし'
う主体的側面 を導入 しようとす る試みが現れ始 ま.つたので ある。
これ は.環 境 の中での繊 間関係 に注 目し,組 織 セ ・ ト(Evan,1966),ド
。イ 。(L。VI。,&Whi・・, 96・・Th・m・・…1967)などの網 間環境 と繊 肉
,)Dill(195・)においては,課 獺 堀 矧 資源力・ら受け入れ られた情報によ・て興 れる と
とであ り,それによって課業環境の認織は組織がさらされた刺激が対象になるといっ。
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部 の特 性,組 織 の対 応 戦略,組 織成 果 な ど との関 係 に対 す る分 析視 点 を もつ組
織 間関係 論 に よって展 開 され た もので あ る。
組織 間関係 論 に おい て は,現 代 企業 組 織 を と りま き,そ の行 動 に 影響 を与 え
て い る環境 は,コ ンテ ィンジ ェ ンシー ・セ オ リー におい て の環 境理 解 の単 位 と
しての 課業環 境 と技術 だ けで はな く,政 府 関係機 関,他 の企 業組 織,業 界 団体 ,
消 費者 団体,労 働 組 合 な どの い ろい ろ な諸組織 か らな って い るとい う観 点(赤
岡,1978)から,企 業 組織 に おい ての 環境 の全 体 像 に対 す る理解 を,そ れ を構
成 して い る組 織 間 関係 の解 明 を通 じて よ り総 体 的 に取 り上 げ よ うとす る もので
あ る。
組 織 間関係 論 におい ては,コ ンテ ィンジ ェ ンシー ・セ オ リー にお ける環境 と
組織 の 関係 に対 す る理解 が,単 に課 業環境 の不確 実性 に対す る組織 の適 合 のみ
で理 解 しよ うとす る とい う限界 を指摘 し,(1)Mと 互 い に影 響 を与 え る相 互作
用 と しての組 織 環境 の理解 方 向 の多様 化,〔2)課業 環境 の不確 実性 に制限 され て
い た組 織環 境 理解 の領域 を諸利 害 関係 組織 を も取 り入れ た環 境 シス テ ム概 念 へ
の拡 大,(3)適応 す べ き環境 とで は な く,操 作,選 択 の可 能性 の提 示 によ る環 境
理 解視 角の 転換,な どを図 った ので あ る。
そ れ に よ って,組 織 間関 係論 は,コ ンテ ィ ンジ ェン シー ・セ オ リー の もつ 限
界 を克服 し,オ ー プ ン ・システ ム的 な組 織 観 を全 面的 に展 開 しよ う とす るこ と
か ら,組 織 理 論 の新 しい転 換 点 と しての 大 きな意 義が 認 め られ るの で あ る31。
(赤岡,1981)
この組 織 間関 係 論 に は,次 の 三 つ の基 本 的 な 観 点 が 含 ま れ る。(Pfeffer&
Aldrich,1976)
3>赤岡(1978)はコ・テ・ンジ・ンシー ・セオリーの批判の観点から環境理解の不充分さを基本
・麟 勧 ネ尾蕪 菰 茎蕊総 を縞 早言窪騒鮎 募為〔二}響き農駕 果詫姿鍔際 花1・
測定の仕方に問題のあること.〔轍 織内の政治的ブ・セスが欠落 していること,(厳 術的要請め働 く強さ
について,⑥ 技術概念の整理の必要性,〔7庄として扱 ってい る組織構造の範囲がせまい,
㈲参加的組織が要請される大童生産産業の職場では相対的に機械的な組織が適合だ ということに
より保守的な理論であるといわれて・・ること,〔噸 腿 択論や技術選択論が充分で4まないとされ
ること(10)a織変化のプロセスが†介 しめされていない こと,な どを指摘 している。
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第一 に,組 織の内部特性 は環境 の制約 を受 けつつ も,組織 内意思決定,特 に
成員問の利害の対立を前提 とした組織 内の政治的意思決定 を通 じて形成され る。
第二 に,組 織 の存続 と有効性 は環境条件への受動的適応だけによる もので は
な く,環境 の操 作及び戦略的適応 に依存する。
第三 に,組 織 と環境 との関係 を,他 の組織 との資源 の交換関係や依存 関係の
観点か ら把握す る。
それ によって,組 織 間関係論 においては環境 を諸組織か らなる もので あると
前提 した上で,環 境たる諸組織 と分析対象た る特定の組織 との相互作用の シス
テムの形成 その特質 と行動 その結果 としてめ成果,そ の フ ィー ドバ ックと
かかわ るシステムの変化な どを分析対象 とす ることによ り,組織 間関係の構造
論的分析 を中心 として展開され る。
組織 間関係 の構造論的分析 に伴 って展開され るのが組織間関係構造 の形成過
程に対す る関心である。
それ は,当 該組織 にとっての独 自の環境 システムの形成過程に対す る分析で
あ り,こ れが当該組織 自らの環境操作 の可能性を提示することにな るのである。
これ は,環 境の影響 を組織内部的な装置 によって吸収 しようとす る緩衝戦略
(Scott,1981)から始 まって,こ れが失敗す る時 には,組 織 の中の資源 ・能力
に頼 って環 境 の不確 実性 を減 じ,依 存 性 を処 理 しよ う とす る 自律 的戦 略
(Galbraith,1977)を取 ることになる。
しか し,組 織 の保有資源には限界があ り,そ れによって次の段階 としては,
他の組.織(また は環境要素)と の協同や調整 によって影響の吸収 を図ろ うとす
る協 同的戦 略(Galbraith,1977)が段階的 に展開 され ることになる。(岸田,
1986)
緩衝戦略 には,中 核技術 の変化 に備 える内部工程の標準化,資 源 の安定的流
れの確保のためのスラ ックの使用,需 要変化 に備 える取引の平準化,予 測 によ
る環境変動の処理,割 り当ての活用,な どのおおむね組織 内部的措置が含 まれ
る。
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自律的戦略 は,当 該組織 の意思決定 プロセスに環境要素 を取 り入れずに,不
確実性の依存性 を減少 させ ようとす るととで,競 争による直接的な対応 ととも
に,P.R.活動,社 会的責任を果たす とい う自律的対応 によって,環 境か らの
影響 に対処 しなが ら,む しろ当該組織 にあわせた環境への影響力を行使 しよう
とす ることであ る。
それらに対 して,協 同的戦略 は,上 の二つの戦略 によっては充分に環境の統
制が不可能であると判断される場合 に適用する戦略である。つま り,組 織が環
境 によってある程度統制されることを認めざるを得な くなることによって,二
つ あるいはそれ以上の組織 の活動 を調整 し,環 境要素 と明示的 ・暗黙的に協 調
する方法であ る。
結 局,組 織 間 関係 論 に おいて の環境操 作 の可能性 は,コ ンテ ィンジェ ン
シー ・セ オ リー における環境にあわせ た組織構造 の適合 とい う環境決定論的立
場 に対応 して,組 織 に合わせた環境要素の操作 の可能性 を提示 しているので あ
る。
この組織 間関係論の展開は,1970年代のコンテ ィンジェンシー ・セ オ リーの
展 開 と1980年代の戦略論の展 開に も大 きな影響 を与 えて,コ ンテ ィンジェ ン
シー ・セ オリー においての根本的な環境理解の範囲を拡大させ ることになった
のであ り,その認識論 的側面 において も,環境 への一方的な従属か ら,操 作や
戦略的選択の可能性 を包摂す るのに大 きな影響をおよぼ したのであ る。
また組織間関係論の展開は1980年代の戦略論 においての環境理解の基本的な
認識 にも大 きな影響を及ぼ して,組 織間関係が戦略的環境 の理解 と分析 の基本
的な視点 と単位 になってい るのであ り,そ のような環境の認識による環境理解
が戦略 の設定 と実行 の基準 とな っているのである。 このように組織 間関係論 に
おいての環境認識の観点は,現 代組織理論においての環境理解の もっとも基奉
的な観点 として理解 されている。
次 に,環 境存在 の意義 を認識す る第三の観点 として取 り上げ られ るのが,環
境要素 に対す る選択論的観点に立つ戦略論 を中心 とした展 開であ る。
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.この よ うな観 点 は,コ ンテ ィンジ ェ ンシー ・セ オ リーO環 境 理 解 の批 判 に お
いて,ま た組 織 間関係 論 におい ての 環境 に 自ら働 きか け る とい う環境 要 素 の操
作 の可能 性 に先 に立 って,そ の組 織 が行動 す る活 動 領 域cつ中で の 目標 環 境 の選
択可 能性 に関 す る問題 で あ る。
これ は,組 織 の環 境 認知 の 目的,す なわ ち組織 目的 あ る い は 目標,に あわ せ
た選 択 的 な環 境 認知 の観 点で あ る。
組 織 に とって環境 要 素 とは,そ れ が組織 の認知 単 位 に よ って構 造化 され な い
か ぎ りは意 味 の 欠 けた刺 激 に過 ぎず,認 知単 位 の応 答 を引 き起 こさ ない とい う
観点 か ら,認 知 単位 の応 答 は認 知 単位 に よ って構 造 化 され た環 境 に対 して行 わ
れ る とい う こ とで あ る。 それ は創 造 環 境(EnactedEnvironment)(Weick,
1969),また は 行 動 環 境(Downey&Slocum,1975),実現 的 環 境(岸 田,
1986)などと呼 ばれ,るもので あ る。 野 中郁 次 郎編(1978>にお い て は これ を組
織 と環境 との 関係 の分 析 に おい ての 戦略 的選 択 の パ ラ ダ イ ム として分類 して い
'
るように4[,これは組織 にお ける環境要素 の選択の可能性 を示唆す る。
このよ うな環境選択の可 能性 は,コ ンティンジェンシー ・セオ リーの批判的
発展である組織 間関係論において も環境の操作の観点 とと もに言及 された もの
であ る。
しか し,組 織間関係論 においては,組 織が制度 的装置の設置 による緩衝戦略,
組織 それ 自体 の資源や手腕 に頼 って迂 回的に依存性を減少 させ ようとす る自律
的戦略,環 境 システムに明示的あ るいは暗黙的に協調 する協 同的戦略な どを取
ることによ って,基 本的には環境の影響 を当該組織 の内部 に直接 に取 り入れず
に環境の影響 に対応 しよ うとす る。 したが って,そ れは環境 に対す る操作的性
市谷カミ5重し・。
その反面,戦 略論 においての環境理解 は,意 思決定 を必要 とす る多数の 目標
4)野 中編(1978>では組織論における環境研究の流れを,マ クロ(一 般環境)を 対象 とする一般
環境パラダイム,タ スク環境または特定環境を対象 とする情報プロ七シングパラダイム,特 定環
境の中で組織間関係に焦点をあてる交換パラダイム,組織によって構成される認識環境 を対象 と
する戦略的選択 パラダイムの四つの類型 と分類 している。
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代案の中で選択 された代案 によって,組 織全体 システムとの係 わ りによるもの
で はな く,選 択代案 によって事前 に制約 された環境 を対象 とす るこ とにな り,
これは戦略形成 においての一つの過程 として暗黙 の選択が行わ れる とい うこと
である。
戦略論の初期 の研究においての環境認識 は,組 織 論の延長線上で,戦 略 と組
織 と環境の適合 の観点か ら包括的に捕 らえようとしてはい るが,企 業組織の行
動計画 と しての戦略の有効性確保 の観点か ら市場あるいは競争環境 がその重点
的関心の対象 にな ったのである。 特に,最 近の戦略論においての組織 環境 の
理解 においては,分 析対象領域の区分,目 標 の区分,行 動計画の区分 などの戦
略的行動計画の方向による意思決定の際に考慮すべ き要素 として,さ らに細分
化 され る傾 向をみせてい る。
た とえぼ,競 争戦略 においては市場構造 と競争行動 パ ター ンおよびその タイ
プに認 知環境の対 象が絞 られてお り(Porter,1980>,多角化戦略においては戦
略的資源配分 の可能性 に対す る分析 とい う観点か ら,既 存参入市場 と新規参入
対象市場 の環境特性が認知 の対象 になってい る。
したがって,戦 略論 においては,戦 略的意思決定の 目的 に合わせて,そ の過
程的手続 きとして環境の認知 と選択が行われ るのである。
以上 のように,こ れ まで の組織環境 に対す る研究においての基本的な視点は,
組織環境の概念を より明確化 した上で,環 境 に対す る組織 の適応 の問題か ら始
まって,環 境の能動的操作の問題,さ らに組織 にあわせた環境の選択の問題で
あ って,こ れはいずれに して も組織構造や過程 との関わ り,ま たは意思決定 の
過程で考慮すべ き要素 とい う観点か ら,組織 と環境 との適合関係 にその重点が
置かれていたのである。
それ は,こ れまでの組織論においての環境理解が,組 織を取 り巻 く環境 を一
つ の全体的 なシステム として捕 らえて,そ の本質的で全体的な構造 と特性 に対「
す る理解を追求す るよ りは,環 境 の一般的な特性 に対 する理解 を媒介 として,
む しろ組織構造 の機能化 においての有効性 の確保 にその重点を置い ていたと も
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言えるのであ る。
つま り,コ ンテ ィンジェンシー ・セオ リー においての環境 の理解では,技 術
(内在化 された環境 と して),規模のよ うな組織内部環境要素 を具体的な変数 と
して取 り上 げてはいるものの,外 部環境 に対 しては課業環境の不確 実性の概念
にしたが って総体的な特性 として一括的に規定す る ことによって,そ の環境の
認知範囲はご く狭 く,不 明確 な概念化 に留まっているのであ る。
したが って,そ の環境 の中に含 まれ ている本質的特性 としての環境 システ ム
の構造 とそれぞれの要素が組織 にどのような影響 をあたえるのか,ま た はどの
くらいの影響 を与 えるのかに対する解明が欠けている し,そ れよ りは環境 の特
性 を単に不確実性の特性 として一括的に捕 らえて,そ れ に合わせた組織構造的
特性 の究明に重点を置いてい るのである。
また.組 織間関係論において も,コ ンテ ィンジェンシー ・セオ リーにおいて
の環境特性の不 明確 さを批判 し,環 境の中で組織 間関係 による問題 を取 り上 げ
ることによって環境理解の領域を拡大 してはいるが,組 織が属 している全体環
境 としての組織が露出 され ている環境 に対す る全体的 ・統合的観点か らの環境
の理解 は欠如 している。
環境操作 の観点か ら組織 の環境対応の方法を環境操 作戦略 として取 り上げな
が ら も(岸 田,1986),具体的環境要素 に対す る組織へ の影響の程度や その実
践的管理の方向 までは提示されていないのである。
また,そ のような組織間関係の特性 分析 を通 じる究極 的な目的はあ くまで も
能率的 な成果 のための有効 な関係形成 の解 明に置かれていることによって,組
織存続の側面か ら組織 が露出されている環境 システムの総体的な考慮は欠けて
いる と思われ る。
さ らに,環 境要素 の操作や選択 の余地 を前提 に してはい るが,そ の操作 ・選
択の対象になる環境要素の特性 を一括的に規定 した上で,組 織間関係の特性 を
規定す ることによって5',また組織 間関係 の特性 は組織が置 かれた環境 の特性
5)Aldrich(1975)は,環境の諸次元を安定性,同質性,資源分布の集中度,環境内の資源/
152(348)第151巻 第4・5・6号
に依 存 す る とい う こ とに よっ て61,そ れ は結 局組 織 の環 境 へ の 適応 の問 題 に帰
着 して しま う可能 性 を 内包 す る こ とに な るので あ る。
戦 略論 にお いて は・ 組織 の存続 は暗黙 の内 に前提 とされ て お り湘 織 の成 果
と発展 の た め の好 機 会 の探 索 と行 動代 案 の選 択 とい う基 本 的観 点か ら始 ま る こ
とに よ って,そ こで認 知 され る環境 理解 の範 囲 は,.その 選択 され た戦 略 方 向 に
よ って制 限 され る こ とにな るので あ る。
皿 組織環境認識の限界と転換の方向
これ までの組 織 論 におい て の環境 理 解 の特 性 と限界 は
,環 境 の存 在 に対す る
認 識 論 的側 面,環 境理 解 の 目的論 的側面 とそ の方法 論 的側 面 か ら
,次 の4つ が
取 り上 げ られ る。
(1)組織 の 長期 的成 長 目標 と しての経 済 的成 果 が優 先 され た有効 な組 織 機 能
化 に重 点が 置か れ てい た とい うこ とに よって,よ り本 質 的意 味 と しての組織 存
続要 素 とい う観 点か らの理解 が欠 如 して い る こ と,つ ま り組 織 環境 の認 識 と理
解 の 目的が,た とえそれ が過 程 的 にそ うな る とい うこ とで あ る と して も
,最 終
的 には有 効 な組織 機 能化 の達成 に帰着 す る こ とに な り,ま た それ は現 実 上,経
済 的効 率性 に重点 が 置か れ ざ る を得 な くな る根 本 的原 因 に もな るので あ る
。
(2)それ によ って,環 境 を,組 織存 在 意義 を支 え る本 質的 要素 と してで はな
く,単 な る対応 ・利 用 すべ き組 織 外 的事 象 と して理解 してい る とい うこ と
,つ
ま り組織 環 境 は組織 の必要 に よ ってそ の意 味 と認 知 の範 囲が 決 まる とい う こと
で あ る。 そ れ は,組 織 に と って の環境 とい うのは ,組 織 目標 達成 にお い ての制
約要 素 あ るいは機 会 の提 供 要素 で あ り,そ れ によ って環境 理解 の 究極 的 な 目的
は組 織 が属 して い る環 境 に対 す る組 織 の権利 の 効率 的 な実 現 で あ り,環 境 に対
＼料,活動領域の合意,相互依存性,自律性 として,IOR(lnterorganizanonRelation}System.





.する義務 と責任 に対 しては,で きるか ぎ り回避で きる方法を探索するための一
つの手段 と しての環境理解が行われているとい うことであ る。
(3)さらに,目 標適 合的環境認知の観点か ら,そ の認知環境が制限的に部 分
化 ・細分化 されていることが指摘で きる。全体 システムの一員 として組織が持
てる権利 と機会の探索やその実現 のために,組 織が属 している全体環境 システ
ムの全体像 に対す る理解が軽視されてお り,そ れ によって結局環境理解 はよ り
当該組織 中心的になってい る。
(4)環境の特性 に対す る理解 の単位が,不 確実性の概念 によって一括的に規
定 される ことによって,環 境 システムそれ 自体の内部構造 と特性 の変化 に対す
る理解が欠如 している とい うことである。 これは環境 システムの内部構造や要
素の細部的な特性の理解 においての湿舌Lを巻 き起 こす可能性 を内包す ることに
なる。また,組 織機能的な側面か ら,環 境 の変化 に対す る具体的で体系的な反
応をさまたげる原因にもなるのである。
以上の問題点 に基づいて,こ れか らの組織環境の認識 と理解 においては,組
織が対応すべ き一つの外的事象 としての理解や,不 確実性 に基づいた全体環境
システムの一括 的な特性の規定 による理解ではな く,組織が露出されている環
境 を,組 織 と環境の統合 システムの中での共存要素 として理解す る必要があ る。
それは次のよ うな三つの基本的認識に基づいた組織環境 の理解 が求め られ る
とい うこ とであ る。
第一 に,普 遍主義の否定の立場か らの状況論的環境理解 ではな く,普遍主義
で あ りなが ら統合的環境理解 に基づ いて,当 該組織 が置かれている状況要 因を
組織が露 出されてい る全体 システム とい う観点か らその構造 を明確化する必要
があ るとい うことである。
つま り,戦 略論のように初めか ら目標 に従 った意思決定変数 を対象 として認
知環境を絞 った場合 には,組 織 を取 り巻いてい る全体環境 の変化動向を見逃す
可能性がある。 したが って,組 織における環境 の理解 においては,人 間と組織
の和 に対応す る環境 という観点か らではな く,人 間 ・組織 に環境が加わ った統
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合 シス テ ム とい う認識 が必 要 にな るので あ る。
これ は組 織 とい うの がバ ー ナー ドにお いて 人間 と組織 の協 働体 系 に よ る統 合
的 シス テ ム と して 本 質付 け られ た よ うに,現 代社 会 ・経 済 シ ステ ム にお いて の
組織 の本 質 は,そ の存在 意 義 とい う側 面 か ら,環 境 を単 な る相 互作 用 の対 象 と
しての対 応 的概 念 と してで は な く,互 い の存 在 意義 を支 え る相 互 依 存 の必要.














第二 に,組 織存続 の要素 としての認識であ る。
既存の組織環境の理解 においては環境変数が組織の効率的機能化の変数 と し
て取 り扱われていることに対 して,現 代組織において環境が もつ意味は,単 に
組織構造,組 織過程 の効率性だけではな く,究 極的な組織存続の意義 にまで関
わ って影響 を及ぼす変数になっているのである。
また・現代騰 の大規模化 に伴 う分梅 分権化 によ・て繊 内 ・外部の境界
の区分が曖昧 さを増大 させ ているとい うこと,環 境要素それ 自体 の数やその相
互作用が よ り複雑化 ・多様化 しているとい う点か らみ ると,い ままで組織内 ・
外部 とい う環境要素 の区分がすでに意味を喪失 しているといえるので はないだ
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ろうか。
つ ま り,組織機能の有効化の確保だ けではな く,組 織存続の観点か らの環境
の理解が要求 される時期 になっているとい うことである。
第三 に,環 境 システムを状況適合論的適応,組 織 間関係論的操作,意 思決定
論的選択の対象 としての対応 ・利用の観点か らで はな く,組 織存続性の確保の
ための統合管理の対 象 として環境 を認識 しなければな らない。
環境要素 を適応,操 作,選 択 による対応 の対 象 として捕 らえることには,組
織 目標 の達成 経 済的機 能の効率性確保 を中心 とした一 のため,環 境要素
を一つ の外部の事象 として利用 しようとする とい う,あ るい は利用すべ き対象
であ るとい う考 え方が含 まれてい る。
これは環境利用の適合性,全 体 システムへの影響の内容 は考慮せずに,環 境
要素の効率 的な利用 による組織 目標 の達成がで きれば,そ れ 自体で環境 に対 す
る組織存続 の意義 は認め られ るとい うことである。
しか し,現 代社会 ・経済 システムの中では,組 織 と組織 が露出されている環
境 システ ムは互いに双方の存在意義を支えてい るので,組 織 の立場か らみた環
境の認識 においては,組 織 内の構成員の存在意義 を考慮 してそれ に対す る効果
的な調整 を図ろうとす るように,環 境要素を,組 織生成 と存続の基本条件 とし
て取 り入れて,組 織 に とっての共存の対象 として認識すべ きであ る。
このことは,環 境 を組織 の有効性 と人間性 の充足に関連す る一 制約要因に
なった り,機 会 になった り一 外部的変動要 因とではな く,組織有効性 ・人間
性の充足 とともに,露 出されてい るシステムの中での組織 の存在意義 の確保 も
組織存続の条件 として取 り入れ ることを意味す る。
要す るに,こ のような基本的 な組織環境認識の視点 をもって,こ れか らの組
織環境の理解においては,第 一.一に,人 間 と組織 に環境 を加 える一つの統合 シス
テムとしての観点,第 二 には,目 標適合的部分環境 としての理解ではな く,組
織の存在 とい う側面か ら組織が露出されてい る全体システム としてのその構 造



















図3-2組 織 の露 出 された環境 シス テム
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'　 ＼ 暫 ジ〉
機 能を重視す る機会 の探索のための環境理解で はな く,組 織存続性 の確保 とい
う組織の本質的存在意義か らの観点,第 四には,環 境を,利 用 の対象 とす る適
応,操 作,選 択の対 象と してではな く,一つの共存要素 としての統 合的な管理
の対象 とする観点,第 五には,全 体 システムに対す る不確実性 の判 断による環
境特性 の一括的な規定ではな く,環境構造の把握による環境特性 の規定 とその
特性 の変化過程に対する理解の観点,の 五つ の観点 に基づいた組織環境 の理解
が必要 となる。
組織環境を組織存続の可能性 を規定 しうる要素 とい う観点か ら見 ると,環 境
は組織 に対 してその成長 と発展のための機会を提供す ると同時に,組 織 の正常
的な活動 を阻害 した り,ひ いては存続を脅かす存在 にもなるのであ る。
したが って,組 織存続の可能性 を規定 しうる当該組織の露出されてい る環境
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を,一 つの必須の管理対象 にするためには,人 間 ・組織 ・環境 を取 り組む統合
システムの観 点か らその構造 と変化 の特性 を明確 に しなけれ ばならない。
そのためには,組 織 と環境 との全面的な相 互作用の関係 を,機 会環境,競 争
環境,危 機環境な どの環境の状態的特性 とその変化過程に注 目することによっ
て把握す る必要が あ り,それ に基づ いた管理過程の体系化が求められるのであ
る。
]Vお わ り に
組織 における環境の理解 は,組 織存続性の確保には必須の要件 になる。
従来の組織論 においての環境認識の基本的 な観点 は,環 境は組織外的な事象
で あ り,組織が対応すべ き対象であ るとい う観点に基づ いてい る。
つま り,それは組織 にとっての環境 とい うのは,組 織 目的の達成 のために対
応 ・利用すべ き目的制約要素 として捕 らえている とい うことであ る。
特 に,現 実上,環 境理解の 目的が経済性 を優先す る組織機能化に置かれてい
る限 りは,組 織に とっての環境 とい うのは,制 限 された組織 目標のための一つ
の手段的要素 として認識 される しか ないのである。
また,そ の認知 の範囲 において も,最 近では戦略論理 に基づいて,市 場 と競
争 の環境 を中心 とす る特定環境を対象 としてよ り細分化され る傾向 をみせてい
る。
これ は,組 織 が属 してい る環境 システムの全体像 よ りは,限 定 された 目的 に
合わせて さらに限定 された環境だ けが認知 され ることによって,組 織 にとって
の環境の存在意義が歪 曲され る可能性 を内包する ことになるのであ る。
その ような認識 に基づいて,本 稿で は既存組織論においての環境認識 の展開
の過程を,環 境決定論的観点,環 境操作論的観点,環 境 選択論的観点の三つ と
大別 して検討 した上で,環 境認識 の特徴 と限界 を,環 境存在 に対す る認識論 的
側面,環 境理解の 目的論的側面,環 境理解の方法論的側面 の三つ の視点か ら,
(1>経済的効率性 が優先 され る組織機能化中心的思考,(2)組織 と環境 との統合的
158(354)剃51巻 第4・5.6号
観点か らではな く・柵 ・利用すべ き組織外 的事象 として・認識,囎 標適合
的 燗 分化 された部頒 境 を橡 とす・駒 ・環 境特性
の一括的賄 。よる
聯 システムその ものの全体舗 造 ・変イヒ的雛 ・対す・理解 が欠如
して。る
こと,な どを指摘 したのである。
それによ・て順 境識 の轍 ・方向 ・して・
,眼 間湘 織環 境。船
的観点か らの環境 ・認識 ・囎 … 目髄 合的部分環境・理解・は奴
組織存続
の側面か ら鵬 が露出され… 全体 ・・テ・ ・し
ての環境 。。テ 。の全
体像 に対す る儲 的蝋 曙 斉性が優先 され醐 鮪 効性
の変数 としてで 、
な く闇 織存続 の変数 として・理解,… 適応 ・対応・蕪 としてで はな く潜
理の要素 と しての識 畷 麟 性の一括的把握ではな く講 造的特性
、変化
過程的特性の理解 ,な どを提示 したのであ る。
組織 の存在議 とそ・条件 ・湘 繍 効性 ・そ・徽 要素 ・
しての燗 蕪
の能率 とともに・難 ・・テムの有効性・嚇 された上で
,そ の三つの船 。
観点 か ら規定されね ばならない。
また誼 織 の理解 解が湘 網 的の達成 ・ための道具で はな く
,鵬 目的
の創造 燵 成の過程 にならねばならな・の であ り
,・ れが繊 環購 哉観点 の
転換 が必要 とされ る理由で ある。
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